




















































































地点 新発田 新　潟 長　岡 上　越 六日町 内ノ倉
調査期 間 11／1～811／18～2511／2～911／2ユ～2811　1～811　1～
浮遊粉じん 30 47 80 59
Al 0．69　● 0．76 1．7 1．0 1．4 0．40
Fe 0．38 0．68 1．5 1．1 1．3 0．31
金 Mn0，013 0．11 0．10 0，094 0，032 　　、O，010
Ni 0，002 0，006 0，007 0，075 0，003 0，002
Cu0，069 0．11 0．16 0，059 0，095 0，043属
Zn’ 0，033 0．18 0．25 0，078 0．10 0，027
Cd 0．00040．00100．00120．00080．00150．0002
成 Pb 0，017 0，076 0，075 0，047 0，043 0，009
Cr 0，013 0，029 0，010 0．16 0，018 0，004
As 0．00180．00740．00440．00310．0047 0．0019
分 Co 0．000160．000280．00040．000750．000340．00008
V 0，005 0，007 0，015 0，013 0，006 ＜0．003
Hg0．0000420．000120．0000760．000260．0000250．000014
Mg2→0，093 0．32 0．35 0．45 0．11 0，057
水 Ca20．53 0．64 4．0 2．9 0．47 0．30
　　十ma LO 2．8 0．79 3．1 0．47 0．27溶
K喝 0．34 0．36 0．43 0．39 0．37 0．14
性 F一 く0．03 ＜0．03 ＜0．03 0．34 ＜0．03 ＜0．03
成 NIL’0．43 0．72 0．13 0．23 1．1 0．27
NOぎ1．1 0．72 2．9 1．0 2．2 0．22
分 soi一4．1 5．6 5．8 5．7 4．1 2．1
Cザ 0．18 4．4 2．0 6．2 0．12 ＜0．06
総水溶性成分 7．8 16 24 24 11 3．4
B・E抽出成分 7．1 5．4 16 11 10 2．4
B ｛a） P 0．000280．000580．00100．000540．000510．00008















Si 2．2 3．2 5．3 2．6 6．0 1．6















































































































































































項目 Al S！ Al＋Si
1 8．7 28．1 36．8
新 2 8．8 27．536．3
3 10．8 25．436．2
発 4 10．3 25．035．3
5 8．0 28．9 36．9
田 6 8．3 28．6 36．9
｛1） 平均 9．2 27．336．4
1 6．9 28．3 35．2
新 2 8．4 28．236．6
3 8．8 29．1 37．9
4 8．0 30．938．9
5 8．3 29．137．4
潟 6 7．7 25．333．0
（2） 平均 8．0 28．536．5
1 8．7 29．338．0
長





岡 7 9．7 27．5 37．2　1
（3｝ 平均 9二3 27．5 36．7’@　1
1 10：5 25．0 35．5　　‘
上 2 11．3 23．034．3
3 8．8 28．437．2：
4 8．9 28．6 37．2
5 9．6 27．236．8
越 6 9．2 25．3 34．5
（4） 平均 9．7 26．3 35．9
1 9．7 25．234．9
六 2 12．2 25．237．4
3 9．4 20．329．7
日 4 12．4 24．1 36．5
5 9．6 25．5 35．1
町 6 10．6 22．0 32．6









































寄与率の合計％ 38 43 27 34 41 36 37
30一
　／
全国公害研会誌
浮遊粉じん中の多成分の分析と自然発生源寄与率 31
分の有力な指標成分として用いることができるものと考
えられる。表4にはこれを指標として用いて計算した浮
遊粉じん中に占める土壌由来成分の濃度と寄与率を地点
別に示した。表4からわかるように浮遊粉じんへの土壌
由来成分の寄与率は上越の17％と六日町の38％では約2
倍の差があり，内ノ倉や六日町など内陸部で高値を示し
ている。土壌寄与率に関して，溝畑ら1°）は，堺市におけ
る調査で約30％の値を報告している。この値と比較する
と上越を除いてほぼ同程度の値が得られたと考えられ
る。
　3・2・2　海塩粒子の寄与率
　海水中のナトリウム濃度11）から計算した海塩由来の浮
遊粉じん量およびその寄与率を同じく表4に示した。ナ
トリウム濃度から計算した理由は塩素ロス12・13）が懸念さ
れたためである。表4からわかるように海塩粒子の寄与
率は，六日町の3．0％と新潟の20％では6．7倍の開きがあ
る。海岸部の新潟や上越では極端に高くなっており，内
陸部に入るに従って低下する傾向が明確にあらわれてい
る。これは，サンプリングを行った11月には，冬型気圧’
配置による北西季節風が吹きはじめることからその影響
と考えることができる。これまで報告されている海塩粒
子寄与率は堺市で1．8～2．3％1°），名古屋市で1．6～5．5％
である12）ことと比較すると，本調査で得られた値は内陸
部では一致するが，海岸部ではかなり高値となっている。
　3・2・3　自然発生源寄与率
　自然発生源に由来する浮遊粉じんを仮に土壌粒子と海
塩粒子のみであるとすると，自然発生源寄与率は両者の
和として計算される。表4に示したようにその合計は，
長岡で27％とやや低値を示したものの他は34～43％と比
較的狭い範囲に入っている。したがって，浮遊粉じん中
に占める自然発生源の寄与率は，晩秋から初冬にかけて
の新潟県内では30・・一　40％程度と考えられる。
4．まとめ
　新潟県内6地点で昭和58年11月　，7日間にわたってサ
ンプリングされた浮遊粉じんについて，主要な成分を含
む31項目について分析し，総粉じん量の70～90％の構成
成分を明らかにすることができた。また，このときの浮
遊粉じんに対する自然発生源の寄与率は30～40％と考え
られた。
　本調査は，晩秋から初冬にかけての比較的短期間の測
定であったが，今後は四季を通じた調査が必要と思われ
る。
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